
地域運営組織の形成及び持続的な運営に関する
調査研究事業 報告書

【実態把握調査結果の概要】

令和５年３⽉
地域⼒創造グループ

地域振興室



○団 体 数 ︓令和４年度は地域運営組織が全国で7,207団体が確認され、令和３年度（6,064団体）から1,143団体増加（18.8％
増）し、平成28年度に⽐べて約２倍以上に増加。また、地域運営組織が形成されている市区町村は853市区町村であり、
令和３年度（814市区町村）から39市区町村増加（4.8%増）

○組織形態 ︓法⼈格を持たない任意団体が90.9％、NPO法⼈が3.9％、認可地縁団体が2.3％

○活動内容 ︓祭り・運動会・⾳楽会などの運営（68.4％）が最も多く、交流事業（66.8％）、健康づくり（60.2％）、防災訓練・研修
（59.1％）などが続く。

○活動拠点 ︓活動拠点を有する団体が95.3％、このうち66.5％が公共施設を使⽤

○収 ⼊ ︓収⼊源（第１位から第５位までを複数回答）のうち、
「市区町村からの助成⾦・交付⾦等」が84.0％と最も
多い。また、⽣活⽀援などの⾃主事業の実施等による
収⼊（会費、補助⾦、寄附⾦等以外の収⼊）の確保
に取り組む地域運営組織の割合は44.2％

○課 題 ︓活動の担い⼿となる⼈材の不⾜（76.1％）
が最も多く、団体の役員・スタッフの⾼齢化
（56.7％）、次のリーダーとなる⼈材の不
⾜（56.2％）が続くなど、⼈材に関するも
のが多い。

（複数回答）

（複数回答）

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

地域運営組織数 3,071 4,177 4,787 5,236 5,783 6,064 7,207

市区町村数 609 675 711 742 802 814 853
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（単位：団体）

○構成団体 ︓⾃治会・町内会が構成員となっている地域運営組織は78.2%と最も多く、「地域の福祉活動に関わる団体、⺠⽣委員・
児童委員」（58.7％）、「地域の⼦ども・⻘少年育成に関わる団体」（50.6％）が続く。（複数回答）

（複数回答）

地域運営組織の活動実態

※令和４年度 総務省調査（市区町村︓1,730団体、地域運営組織︓7,207団体が回答） 1



 各市区町村の地域運営組織の有無

※令和４年度 総務省調査（市区町村︓1,730団体が回答）

 地域運営組織がある市区町村の分布状況
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地域運営組織の形成状況 〜地域ブロック別〜
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• 「中部地⽅」が18.6％と最も多く、次いで
「関東地⽅」が17.5％などとなっている。

• 「北海道地⽅」が4.3％と最も少ない。

• 回答市区町村のうち、地域運営組
織の有無については、「ある」が
853団体（49.6％）、「ない」 が
867団体（50.4％）となっている。

• 「中国地⽅」が76.6％と最も多く、
次いで「四国地⽅」が62.8％、「近
畿地⽅」58.6％などとなっている。

• 「北海道地⽅」が20.7%と最も少
ない。



 ⼈⼝規模別

※令和４年度 総務省調査（市区町村︓1,730団体が回答）

 都市分類別
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地域運営組織の形成状況 〜⼈⼝規模・都市分類別〜

• 回答市区町村の都市分類別に「地域運営
組織がある」割合をみると、「中核市」が
85.5％と最も多くなっている。

• 「特別区」が26.1%と少なくなっているほか、
「町村」が33.9％と少ない。

• 回答市区町村の⼈⼝規模別に「地域
運営組織がある」割合をみると、「30万
⼈以上50万⼈未満」が74.0％と最も
多くなっている。

• 「5,000⼈以上１万⼈未満」「5,000
⼈未満」は３割未満と少ない。
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• 学校が置かれている区域との対応関係は、「⼩学校区とおおむね⼀致する」が44.9%と最も多く、次いで「旧
⼩学校区とおおむね⼀致する」が15.3%、「旧⼩学校区より狭い」が14.6%などとなっている。

※令和４年度 総務省調査（地域運営組織︓7,207団体が回答） 4

地域運営組織の活動範囲
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• ⺟体となった既存組織は、「⾃治会・町内会」が47.3%と最も多く、次いで「⾃治会・町内会の連合組織」が
35.6%などとなっている。

※令和４年度 総務省調査（地域運営組織︓7,207団体が複数回答） 5
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6

地域運営組織の主な活動
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祭り・運動会・⾳楽会などのイベント
交流事業
健康づくり

地域の美化・清掃
防災訓練・研修

広報誌の作成・発⾏（Web媒体による情報発信等を含む）
⾼齢者交流サービス

⽂化・スポーツ
声かけ、⾒守りサービス

⽣涯学習
登下校の⾒守り
防犯パトロール

⻘少年の健全育成
地域の諸団体（⾃治会・集落を含む）の事務や活動の補助

地域の調査・研究・学習
公的施設の維持管理（指定管理など）

相談の場の確保
⼦育て中の保護者が集まる場の提供

⼦どもの学習⽀援、学童
弁当配達・給配⾷サービス

多⽂化共⽣
⽔路等の草刈りや泥上げ、農道等の補修

空き家や⾥⼭などの維持・管理
買い物⽀援（配達、地域商店の運営、移動販売など）

コミュニティバスの運⾏、その他外出⽀援サービス
家事⽀援（清掃や庭⽊の剪定など）

特産品の加⼯・販売（直売所の設置・運営など）
その他

農村景観の保全、⿃獣被害防⽌⽤の緩衝帯の設置
観光（観光施設の運営、観光体験など）

送迎サービス（学校、病院、その他⾼齢者福祉施設など）
⼦ども⾷堂の運営

農業
雪かき・雪下ろし

市町村役場の窓⼝代⾏
保育サービス・⼀時預かり

農地の⼀元的管理（栽培管理含む）
農業と福祉を組み合わせた活動

合計 [n=7,207]

• 祭り・運動会・⾳楽会などの運営（68.4％）
が最も多く、交流事業（66.8％）、健康づく
り（60.2％）、防災訓練・研修（59.1％）
などが続く。

※令和４年度 総務省調査（地域運営組織︓7,207団体が複数回答）



7

構成団体・協⼒団体として参加している組織

• 地域運営組織に構成団体として参加し
ている組織は、「⾃治会・町内会」が
78.2%と最も多く、次いで「地域の福祉
活動に関わる団体、⺠⽣委員・児童委
員」が58.7%、「地域の⼦ども・⻘少年
育成に関わる団体」が50.6%などとなっ
ている。

• 地域運営組織の構成団体ではないが活
動に協⼒している団体は、「⾏政関係機
関（市役所、公共施設、保健所等）」
が44.7%と最も多く、次いで「社会福祉
協議会、福祉サービス事業所」が
25.0%、「⼩学校・中学校・⾼等学校」
が24.6%などとなっている。

※令和４年度 総務省調査（地域運営組織︓7,207団体が複数回答）
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構成団体として参加している組織 [n=7,207] 活動に協⼒している組織 [n=7,207]



• 法⼈格の種類は、「任意団体」が90.9％と最も多く、次いで「NPO法⼈」が3.9%、「認可地縁団体」が2.3%
などとなっている。
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地域運営組織の組織形態

※令和４年度 総務省調査（地域運営組織︓7,207団体が回答）
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法⼈格不明

任意団体

不明

全体 [n=7207]



• 収⼊源の上位５項⽬の回答を
求めたところ、回答のあった収⼊
の項⽬数は、「収⼊項⽬２種
類」が31.8%と最も多く、次いで
「収⼊項⽬３種類」が25.0%な
どとなっている。
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地域運営組織の収⼊源

※令和４年度 総務省調査（地域運営組織︓7,207団体が複数回答）

収⼊項⽬なし
3.6%

収⼊項⽬１種類
17.9%

収⼊項⽬２種類
31.8%

収⼊項⽬３種類
25.0%

収⼊項⽬４種類
12.2%

収⼊項⽬５種類
9.6%

不明
0.0%

全体 [n=7,207]
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①構成員からの会費
②寄附⾦

③市区町村からの助成⾦・交付⾦等
➃国・都道府県等からの助成⾦・交付⾦等

➄⺠間団体からの助成⾦
➅公的施設の指定管理料

⑦市区町村からの受託事業収⼊（③と⑥を除く）
⑧国・都道府県等からの受託事業収⼊（④と⑥を除く）
⑨利⽤者からの利⽤料（⽣活⽀援サービス等の対価）

⑩収益事業の収益（⑥、⑦、⑧、⑨を除く）
⑪資産運⽤益（預⾦利息、配当など）

⑫その他
不明

[n=7,207]

• 主な収⼊源（第１位から第５
位までを複数回答）は、「③市
区町村からの助成⾦・交付⾦
等」が84.0%と最も多く、次いで
「①構成員からの会費」が
40.4%、「⑫その他」が18.9%
などとなっている。

 収⼊の項⽬数

 主な収⼊源〔第１位〜第５位を複数回答〕



• 継続的に活動していく上で課題
（問題）として考えていることは、
「活動の担い⼿となる⼈材の不
⾜」が76.1%と最も多く、次いで
「団体の役員・スタッフの⾼齢化」
が56.7%、「次のリーダーとなる⼈
材の不⾜」が56.2%、「リーダーと
なる⼈材の不⾜」が51.5%などと
なっている。

• 課題（問題）解決に当たって⽀
援を期待するものは、「活動資⾦
の不⾜」が31.2％と最も多く、次
いで「活動の担い⼿となる⼈材の
不⾜」が30.5%、「事務局運営
を担う⼈材の不⾜」が20.9％など
となっている。
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地域運営組織の持続的な運営に向けた課題（問題）及び期待する⽀援

※令和４年度 総務省調査（地域運営組織︓7,207団体が複数回答）
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15.4 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

活動資⾦の不⾜

活動拠点となる施設（数、⾯積）の不⾜

活動に必要な物品の不⾜

リーダーとなる⼈材の不⾜

活動の担い⼿となる⼈材の不⾜

事務局運営を担う⼈材の不⾜

次のリーダーとなる⼈材の不⾜

会計や税務、労務などのノウハウの不⾜

地域が進むべき⽅向性・ビジョンを決めるプロセスや⼿法がわからない

事業を実施する上でのプロセスや⼿法（事業計画／マーケティングほか）がわからない

地域住⺠の当事者意識の不⾜

地域住⺠の活動への理解不⾜（地域のために活動している組織として認知されていない）

⾃治会・町内会との関係、役割分担

活動に適した保険がない

団体の役員・スタッフの⾼齢化

農林地の保全が困難

デジタル技術の活⽤が困難

その他

特にない

課題（問題）として考えていること [n=7,207] 課題（問題）解決に当たって⽀援を期待するもの [n=7,207]


